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Ⅰ 緒 論
私は、産大法学 48 巻 1・2 合併号 259 頁以下において、私的整理の実務
の過去と現在について俯瞰し、実務に即した私的整理の定義を試みた。
その上で、産大法学 49 巻 3 号以下において、私的整理と関連する法規
制と私的整理のリスクについて検討してきた。
すなわち、同書 128 頁以下では法人役員の破産及び特別清算申立義務に
産大法学 51巻 3・4 号 (2018. 1)
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ついて、同 3 号 50 頁以下では詐欺破産罪及び特定債権者に対する担保供
与の罪について、同 4号 98 頁以下では詐害行為取消権と否認権について、
産大法学 50 巻 3・4 合併号 235 頁以下では強制執行妨害目的財産損壊罪と
加重封印破棄等罪について、産大法学 51 巻 1 号 131 頁以下では法人格否
認の法理について、同 2号 127 頁以下では営業譲受人の債務引受責任につ
いて、それぞれ検討を加えてきた。
ところで、筆者は、大阪弁護士会に登録のある弁護士業務の一環として、
私的整理に携わってきているので、過去に受任し、終了した私的整理の事
例を紹介することによって、それらの論稿の意味するところを補足すると
ともに、それらの実務例の当否の検証を試みたい。
なお、守秘義務の関係で、依頼者の特定につながるおそれのある部分に
ついては、一部創作をもって替えたことを了承されたい。
今回は、その第 1回目として、完全廃業を伴う、極く小規模の清算型の
私的整理の事例を紹介する。
Ⅱ 有限会社N
1 はじめに
有限会社 Nは造園業を営んできた会社であるが、地方都市の経済規模
の縮小や地価の低落傾向が続く中で、庭付き新築住宅の着工件数の激減に
よる作庭工事の受注減と、定期的な庭の剪定作業を依頼される間隔がより
間遠くなってきたことにより、売上が激減するに至った。
このため、過去には売上に対応していたはずの長期借入金の元利金の返
済の負担が過大となり、資金繰りのために、代表者の個人資金を投入して
きた他、請負工事を手間請けに変更してもらったり、代表者の親族から借
入れをする等して今日に至ったが、加齢等による体力の限界も手伝って、
病気がちとなり、ついに廃業を決意するに至ったものである。
弁護士事務所に訪れた時点では、今後施工すべき受注もなく、預金口座
に入金された売掛回収金の外は、見るべき資産はなかった。
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他方、金融機関とリース会社以外の債権者は存在しなかった
( 1 )
。
こうした中で、当職は、有限会社Nの私的整理事務を受任するに至った
( 2 )
。
2 私的整理の着手
当職は、私的整理のために預金の解約等を勧め、払戻金を配当原資とす
るために寄託を受けた。
その上で、有限会社 Nの顧問税理士に対して、前決算期末以降の合計
残高試算表および貸借対照表、財産目録、ならびに資料Ⅱ-1 の清算貸借
対照表等の作成を依頼した。
当職は、それらの提出を受けて、有限会社 Nの前決算期末からの財務
状況を明らかにするための合計残高試算表と財産目録とを添付して、債権
者に対して、資料Ⅱ-2 の私的整理の通知を発送し
( 3 )( 4 )
、資料Ⅲ-2 による債権
届出を促した
( 5 )
。
有限会社 Nの流動負債には、若干の未払金があったが、リース債権者
に対しては速やかにリース物件を返還し
( 6 )
、若干の社会保険料については他
の債権に優先する債権
( 7 )
として取り扱うこととし
( 8 )
、預金からの自動引落しに
委ねることにした。
流動資産の内仮払金は保証協会に対する保証料であり、資産性はなく、
前払費用は当職に対する寄託金であった。
なお、手形債務も、商取引債務も存在せず、支払停止によって混乱が引
き起こされる心配はなかったので、支払拒絶の法的根拠
( 9 )
を与えてくれる会
社解散の必要を認めず、税務署等への廃業届の提出と同時に私的整理に着
手したものである。
【資料Ⅱ-1】清算貸借対照表
資産の部 預金 71,666
仮払金 1,540,000
前払費用 1,019,076
流動資産計 2,630,742
固定資産 130,800
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資産計 2,761,542
負債の部 未払金 618,106
預り金 31,283
流動負債計 649,389
長期借入金 54,244,269
負債計 54,893,658
資本の部 資本金 8,000,000
繰越損失 △ 60,132,116
【資料Ⅱ-2】私的整理通知
平成 28年 9月 8日
債権者 各位
法律事務所住所及び事務所名・電話番号等 (略)
債務者有限会社N
代理人弁護士 四 宮 章 夫
御 連 絡
前略 当職は、上記債務者会社 (本店所在地・略) から委任を受けましたの
で、その代理人として、本書を呈します。
さて、債務者会社は、最近の業況に鑑み、已む無く平成 28年 8月 9日廃業
を決意し、○○○税務署及び大阪府○○○府税事務所にその旨の届出を了する
に至りました。
この程債務者会社の顧問税理士事務所の御協力を得て、平成 27年 12月 1日
以降本年 8月 29日までの試算表と財産目録とを作成いたしましたので、本書
に添付して、その内容を御報告申し上げます。
そして、債務者会社としては債務の整理に着手することになりますが、残余
財産の規模に照らせば、破産手続等の手続きによるよりは、簡便な任意整理に
よることに経済的合理性があると判断し、当職に対して、そのための業務を委
任するに至ったものです。
つきましては、債権者各位には、別紙債権届出書により、現存債権額の御届
をお願いいたしたく、御依頼申し上げます。
当職と致しましては、早急に残余財産の換価・回収を行い、届出債権額に按
分して弁済させて頂く方法により、債務整理を遂げたいと考えております。
最後になりましたが、今後も、債務者会社の私的整理の経過及びそれに先
立つ事実関係などにつき、御質問がございましたら、随時御回答させて頂きま
すので、御遠慮なくお問い合わせください。どうぞ、よろしくお願い申し上げ
ます。 草々
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【資料Ⅱ-3】債権届出書
弁護士 四 宮 章 夫 宛 (債務者 有限会社N)
債権届出書
平成 年 月 日
1 債権の種類
2 債 権 額
① 残 元 金 円
② 利 息 円
(元金 円に対する 年 月 日から
年 月 日まで年 %の割合)
③ 遅延損害金 円
(元金 円に対する 年 月 日から
年 月 日まで年 %の割合)
④ 合 計 円
【届出債権者】
住 所 〒 −
T E L F A X
氏 名 (商号・代表者名)
印
(担当者 )
3 換価回収事務の遂行
私的整理における換価回収作業は倒産防止共済制度に基づく保険金の受
領業務のみであったので、速やかに回収を完了することができた。
一方、リース債権者 2社に対してはリース物件を返却した。
債権届出については、資料Ⅱ-4 のとおり、金融機関 2社を含めて、4社
から合計金 2506 万 1428円の届出があったが、親族からの借入金について
は免除が得られ、届出はなかった。
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【資料Ⅱ-4】
4 配当の実施
債務者会社の資産の換価回収を終了した時点における弁護士事務所の預
り金の収支は資料Ⅱ-5 の通りであった。
リース機械の引上げ費用については、リース債権者の要望に基づき、破
産手続における財団債権に準じて扱った
(10)
。
【資料Ⅱ-5】
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有限会社N 債権者一覧表
債権者名 ①残元金 ②利息 ③遅延損害金 ④債権額 (合計)
1 (株)A 4,536,000 9,245 7,207 4,552,452
2 (株)B 19,851,000 9,348 114,283 19,974,631
3 C(株) 229,425 229,425
4 D(株) 304,920 304,920
合 計 24,921,345 18,593 121,490 25,061,428
有限会社N 出納一覧表
明細 預り金入金額 費用金額 備考
預り金 1,540,000
預り金 680,000
中小企業倒産防止共済契約の
解約金
預り金 12,925 預金解約金
事務費用 337 登記情報サービス
事務費用 1,394 郵便代
リース (キャノン複
合機) 引揚費用
6,048
(株)●●宛て 5400円
振込手数料 648円
【総合計】 2,232,925 7,779
預り金残高 2,225,146 平成 28 年 10 月 31 日現在
弁護士手数料 200,000
上記消費税 16,000
事務費用見込み 696 郵便代
事務費用見込み 17,940 配当金振込手数料等
差引き 1,990,510 ※配当原資
そこで、各債権者に対して、届出債権元本額の 8 % 宛を配当すること
とし、平成 28年 10月 31日債権者に対し、資料Ⅱ-6の連絡書面による配
当通知を送付した。
なお、本例は、配当手続の完了をもって私的整理を終了した事例であり、
配当通知の中に、その旨を併せて記載している
(11)
。
【資料Ⅱ-6】連絡書 (配当通知)
平成 28年 10月 31日
債権者 各位
法律事務所住所及び事務所名・電話番号等 (略)
債務者有限会社N
代理人弁護士 四 宮 章 夫
御 連 絡
前略 当職は、上記債務者会社 (本店所在地・略) の私的整理の代理人とし
て本書を呈します。
さて、当職は、事務所の預り口座を利用して、債務者会社の資産の換価・回
収等の業務を行いましたが、その間の債務者会社に関する出納状況は、別紙一
覧表の通りです。
つきましては、本日現在残高金 2,225,146 円から、当職の受任業務の手数料
として金 20万円と消費税とを控除させて頂き、さらに今後発生見込みの事務
費用を控除させていただいた残額を各債権者の届出債権元本額に按分して配当
させて頂きたいと存じます。
同封の振込口座指定書に必要事項を御記入のうえ、御返送賜りますよう、宜
しくお願い申し上げます。
なお、今回の配当によっても、債務者会社の債務は残りますが、残余財産は
皆無となりますので、清算業務は事実上終了し、会社は休眠に入ることになり
ます。もとより、債権者各位からの提訴や破産手続き開始申立等を妨げるもの
ではありません。
しかし、債権者からのその後の連絡に関しましては、当職は引続き債務者会
社の代理人として対応させて頂きますので、どうぞ御遠慮なく御送付ください。
配当手続きにつきましては、平成 28年 11月 8日頃を予定しておりますので、
御確認頂きますよう、どうぞ宜しくお願い申し上げます。 草々
通知書に同封した振込口座指定書の書式は、資料Ⅱ-7 の通りであり、
配当日までに返送されてきた振込口座指定書によって、配当を実施した。
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なお、後述の D株式会社の場合と異なり、本件では配当時に改めて債
権残高の確認をすることはせずに、当初債権届出額から利息、損害金を控
除した債権元本額で配当金を計算したものである
(12)
。
【資料Ⅱ-7】
平成 年 月 日
有限会社N代理人
弁護士 四 宮 章 夫 殿
債権者
(住所)
(氏名・商号)
(代表者名)
振込口座指定 (兼領収) 書
債務者有限会社Nの私的整理事件について、当社が受領する下記配当金は、
下記銀行預金口座にお振り込み下さい。
なお、配当金が下記銀行預金口座に振り込まれた時をもって配当金全額の受
領とすることを承諾致します。
また、領収書の発行を省略することを承諾致します。
記
配当金 金 1,588,080円
【振込口座】
( ) 銀行・信用金庫 ( ) 支店
【普通・当座・ 】預金 口座番号 ( )
フリガナ ( )
口座名義 ( )
※ 第三者の口座を指定することはできませんので予め御了承ください。
注
( 1 ) 親族からの借入金については債権放棄が得られると見込まれた事案である。
なお、弁護士との相談以前に、商取引債権の弁済が行われていることが推
測される場合でも、筆者は、それが詐害行為や倒産法制上の否認権行使の対
象行為に該当することが、特に強く疑われる場合を除き、事実関係を深く詮
索する必要はないと考えている。
何故なら、その様な行為があっても、①必ずしも金融機関債権者に対し
て実質的な不利益をもたらしているとは限らないし、②債権者が私的整理
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に反対する場合には、債権者の個別権利行使により、私的整理を挫折させる
ことができ、③債務者会社の代表者らに対しても、破産犯罪に問われる可
能性があることを十分に説明しておくことで、債務者会社に対する責任も全
うすることができ、④倒産会社の整理の遂行それ自体に、社会的、経済的
な意義が存するからである。
もとより、私的整理の着手は、私的整理に反対する債権者の個別権利行使
や債権者破産申立てのために資料を提供することにもなり得るところである。
( 2 ) 会社について破産手続開始の申立てを行う場合には、同時に代表者の破産
手続開始申立てを行うよう勧める裁判所もあるが、個人破産については、免
責決定を得る目的がない限り、筆者は申立てをしないことにしている。
地方都市で経済活動をしてきた事業者は、「破産」により自己の存在が否
定されたと感じる場合が多く、事業活動を辞めて、年金生活に入るような場
合には、免責の利益も大きくないからである。
また、代表者について破産手続開始の申立てを行う場合に、同時に会社の
破産手続開始申立てを行うよう勧める裁判所もあるが、筆者が私的整理を行
う場合には、不必要な手続きは行わない。例えば、会社については、既に事
業を廃止し、事実上の清算も完了しており、代表者の個人保証や物上保証が
残っているだけのような場合には、会社の整理を行う実益はない。
したがって、私的整理を行う場合にも、①会社のみについて私的整理を
行う場合もあれば、②会社と代表者等の双方について私的整理を行う場合
もあり、また、③代表者等個人についてのみ私的整理を行う場合もある。
( 3 ) 私的整理の着手に当たっては、先ず、債権者説明会ないし債権者集会を開
催することが多いと言われるが、筆者は、小規模な私的整理事件については、
債権者説明会や債権者集会は開催しないことが多い。実際問題としても、今
回紹介したような小さな事例で債権者を集めることは、いささか債権者に対
して気の毒でもある。
その代わりに、弁護士の介入通知兼私的整理の開始通知書によって、簡単
な説明を行うとともに、必要に応じて、個々の債権者を訪問し、あるいは、
債権者からの質問や照会に回答することによって、個別対応することが多い。
ただし、債権者間の利害が錯綜し、その相互間に利害の対立がある場合に
は、債権者説明会等を開催し、同一機会に統一的な説明を行うことによって、
債務者に対する信頼を確保すべき場合もある。例えば、債権者の一部との間
で詐害行為が疑われているような場合である。
私的整理の代理人としてどのように対応する予定なのかを説明して信頼を
確保する一方で、私的整理上の課題を訴える者も、速やかな手続の進行自体
は歓迎しているはずであり、利害対立当事者が揃った席で、各債権者の意見
を併せ聴取しておくことは、その後の事件処理の円滑を期する上で重要であ
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る。
( 4 ) 私的整理では破産手続における固定主義 (破産法 34条 1項) が適用され
ないので、私的整理着手後に見込まれる収入もまた配当原資とすることがで
きる。
なお、固定主義が採られない以上、債務者又は保証人が私的整理開始後に
開始された相続により遺産を取得した場合に、その時点で債権者破産の申立
てがなされ、破産手続開始決定があったときには、遺産も破産財団に組込ま
れることになるから、私的整理の選択に際しては、債務者または保証人にお
ける相続が発生する見込みの有無を併せ考慮に入れておく必要がある。
( 5 ) 債務者と債権者との間における、各債権の内容と債権額などの認識の齟齬
の有無を確認し、擦り合わせておくことが必要であるというに止まらず、債
権届出内容を他の債権者に対して随時公開することによって、債権調査につ
いての責任を他の債権者自身にも分担してもらうことが可能となる。
( 6 ) 破産手続では別除権に服することになる (破産法 65条 1項)。
( 7 ) 破産手続では優先的破産債権となる (破産法 98条)。
( 8 ) 破産法上の財団債権及び優先債権に関しては、私的整理においても、同種
債権について按分弁済することなく完済できる見込みがある場合には、筆者
は、随時弁済を行っている。
( 9 ) 会社法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律 2条 1項、会社法 500条
1項
(10) 破産法 148条 1項 2 号の財団債権とは認めがたいところであるが、私的整
理の場合には、他の届け出債権者に対して常時情報を開示している限り、手
続進行の促進等のために、費用の多寡などを考慮して、臨機応変の措置を採
ることが許されると、筆者は考えている。
(11) 私は、小規模私的整理については、配当完了によって事件を終了させるこ
とが多い。
なお、残債務の免除をもって初めて私的整理が終了するとする説もあるが、
配当終了をもって清算が結了するという考え方 (後記の注 (24) 参照) や、
配当終了により、会社は休眠に入り、全ての債務が時効消滅した時点で、会
社解散、清算結了という考え方や処理方法もないではない。もっと、整理終
了後債権者から破産の申立てがなされれば、それによって清算決了 (破産法
257条 7項、35条) できることになる。
(12) 私的整理の場合には、債権者から異論がない限り、随時適当と考えられる
方法で配当額の計算をすることが許されると考えている。厳密に考えると、
破産法における現在化 (破産法 103条 3項) や債権調査手続による債権確定
制度 (破産法 124条ないし 133条) がないから、常に、その時々における実
体法上の権利関係に従って配当金額を算定するのが原則であるが、低配当率
246 (762)
の場合に配当の度に現存債権額の照会・突合を行うことの合理性には疑いが
あるし、約定遅延損害金の率には大小があり、その差異を無視することが適
当ではなく、元本額のみを基準として配当することに合理性が認められるこ
ともあろう。
Ⅲ D株式会社
1 はじめに
D 株式会社は、地方都市で各種事業所に向けて制服の仕入販売をして
いた会社であるが、地方都市の経済の衰退と制服需要の減少という商環境
の変化により、売上が逐年減少する一方、売上計上時には将来の補充品を
備蓄しておく必要があること等から利益率の向上には限界があった。
こうして D株式会社は赤字体質に陥ったが、その主要仕入れ先であっ
た I株式会社が、自らの商品の最終ユーザーを確保しておくためもあって、
所有権留保付、かつ、その商品の転売債権につき集合債権譲渡担保契約を
設定するという条件で、商品供給支援を継続してくれたので、代表者の個
人資金を投入しながら取引を継続してくることができた。
しかし、ついにそれも枯渇するに至り、当職に対して私的整理事務を委
任するに至ったものである。
2 私的整理の着手
そこで、当職は、D 株式会社の私的整理事務を受任することになり、
余剰資金の寄託を受けた。
そして、会社の顧問税理士の協力を得て、資料Ⅲ-1 の清算貸借対照表
を作成したが、その結果、これにより、残存する商取引債権の優遇の余地
すらないことが判明した。
そこで、D株式会社の顧客については、前記 I株式会社に今後の取引の
肩代わりを依頼することとし、必要な従業員の再雇用も依頼し、他の仕入
れ先に対しては動産売買先取特権の行使としての納入商品の引取りを依頼
247(763)
私的整理の研究 8
し、リース先にはリース物件を返還することにした。
なお、D 株式会社の代表者は、私的整理の着手に伴う、債権者からの
取付騒ぎを懸念したことと、資金不足を理由とする手形不渡事故を発生す
ることを嫌ったこと等から、債権者からの弁済請求を法律上拒絶できる
(会社法 500条 1項) ように、私的整理着手前に会社解散をすることにし
た。
そして、平成 25年 7月末日をもって会社解散登記を行い、税務署等に
廃業届出を行った上で、平成 25年 9月 19日債権者らに対し、資料Ⅲ-2
の私的整理の通知に、資料Ⅲ-3 の債権届出書を同封して発送した。
なお、その際、代表者甲野太郎についても、同時に私的整理に着手する
ことにした
(13)
。
【資料Ⅲ-1】清算貸借対照表
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D 株式会社 (平成 25年 7月 17日現在)
資産の部 負債の部
科 目 金 額 清算価額 科 目 金 額 清算価額
現金預金 191,357 98,545 支払手形☆ 21,131,429 20,775,825
売掛金○ 8,381,528 410,424 買掛金☆ 773,018 1,128,622
車両売却代金 180,000 180,000 未払金 198,490 198,490
建物○ 6,257,400 0 割引手形 2,020,504 2,020,504
土地○ 35,039,450 0 長期借入金 124,380,107 124,287,295
出資金○ 10,000 0 預り保証金 1,000,000 1,000,000
弁護士預け金 697,603 697,603 未払法人税等◎ 20,000 20,000
未払消費税等◎ 128,600 128,600
未払固定資産税◎ 219,000 219,000
社会保険料◎ 229,635 229,635
負債合計 150,100,783 150,007,971
純資産の部
純資産 −99,343,445
資産合計 50,757,338 1,386,572 負債及び純資産合計 50,757,338
○清算価額との差は担保設定分 ☆買掛金の一部は支払手形から控除
◎優先的支払分、他は一般債権
【資料Ⅲ-2】私的整理通知
平成 25年 9月 19日
債権者 各位
法律事務所住所及び事務所名・電話番号等
通知人両名住所 (略)
通知人 D株式会社
同 甲 野 太 郎
通知人両名代理人
弁護士 四 宮 章 夫
(本件担当事務局 Y)
御 連 絡
前略 当職は、上記通知人両名の委任を受けましたので、本書を呈します。
さて、通知人 D株式会社は、永年各種ユニフォームの販売等の事業に従事
して来ましたが、商環境の悪化により、昨年以降ユニフォームの仕入先から経
営支援を受けることを余儀なくされ、本年 3月には所有権留保付売買基本契約
を締結して追加金融支援を受ける等、経営の再建を図ってきました。
しかし、通知人 D 株式会社は、今般、独力で事業を継続することは困難と
判断するに至り、従業員の引受けを条件として、上記仕入先に顧客リストを無
償譲渡し、自らは、会社を解散し、清算手続きに入りました。そして、当職は、
清算手続きの委任を受けるに至りました。
また、通知人甲野太郎は、同会社が債権者各位に対して負担する債務につい
て連帯保証をしておりますが、既に担保提供している資産を除き債権の引当に
なるような資産を保有しておらず、同時に支払不能に陥ることになりました。
そこで、当職は、通知人甲野太郎からも債務の任意整理手続の委任を受けまし
た。
通知人両名共に、債権者各位に対し、経営破綻等につきお詫びを申し上げる
次第ですが、当職は、通知人両名から受任した事実を御通知申上げますと共に、
会社清算及び個人債務整理に関して、各位の債権内容をお届け頂きたく、本書
面をもって御連絡申し上げる次第です。
つきましては、今後、通知人両名に対する御連絡等については、当職宛で
行って頂きますよう、宜しくお願い申し上げます。
また、通知人 D 株式会社につきましては、今後、本日付の貸借対照表と財
産目録とを作成すると共に、その処分状況等についても、追って御報告させて
頂く所存ですが、取り急ぎ、要用のみ御連絡申し上げる次第です。 草々
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【資料Ⅲ-3】債権届出書
弁護士 四 宮 章 夫 宛
(債務者 D株式会社)
債権届出書 (平成 年 月 日現在)
① 会社名 (本店・ 支店・営業所)
御担当者名
連絡先 住所 〒
電 話 番 号 貸金業者登録番号
② 残債務合計 ， ， 円
内訳 残元金 ， ， 円
利 息 金 ， ， 円
遅延損害金 ， ， 円
③ 契約の内容
3 換価回収事務の遂行
① 商取引債権者
D 株式会社の商取引先は、売掛債権の回収が期待できないことを予め認
識していたこと、前述の通り、D株式会社の方も、私的整理直前には、主と
して I社から仕入れるようにしていたこと等から、I社以外の商取引先から
の与信は逐次減少していたことに加え、私的整理着手後、動産売買の先取
特権の行使として商品の返還や変形担保権の行使としてのリース物件の返
還を速やかに進めることによって、私的整理の進行につき、容易に理解を
得ることができた。
② 金融機関
金融機関も長い間元金の返済を猶予すると共に、金利を軽減するリスケ
に応じてきただけに、D 株式会社がいよいよ廃業に踏み切ったことによ
り、不良債権の処理を完了することができることを歓迎し、会社と代表者
個人が有する不動産の任意売却にも協力的であった。
D 株式会社所有不動産 A は、2200 万円で売却でき、売却経費 86 万
9000円を支払った残額を、担保権者に対し、第 1順位に残債務額全額、
250 (766)
第 2順位に極度額全額、第 3順位に後順位者の判付料 30万円を除く残額
を配当した。
D株式会社所有不動産 Bは、523万 0560円で廃却でき、売却経費と消
費税 40万 1914円を控除した残額を、担保権者に対し、第 1順位に 157万
0846 円、第 2順位に 253万 4041円を配当し、残額は私的整理の配当財源
に加えた
(14)
。
また、甲野太郎とその妻の共有にかかる遊休不動産 Cも、2200万円で
売却でき、売却経費 84万 9440円を控除した残額を担保権者に対して配当
し、甲野太郎とその妻はD株式会社に対する求償権を放棄した
(15)
。
また、甲野太郎所有にかかる自宅不動産 Eは、780万円で売却でき、売
却経費 2万 7514円を控除した残額を担保権者に配当し、甲野太郎はD株
式会社に対する求償権を放棄した。
ところで、以上 4件の不動産の任意売却が行われたが、任意売却のため
の仲介業者との協議
(16)
や、売却に伴う担保権者との抹消交渉については、債
務者の代理人が行うことで、常に関係者に情報を公開しながら進めたので、
金融機関からも違和感を訴えられることはなかった。
ところで、本件は、不動産の売却の完了により配当実施できたケースであ
るが、甲野太郎夫妻には、自宅での居住を継続すべき特別の事情があったこ
とから、担保権者の理解を得て、これを可能とする買手を探すために、一定
の期間を要したが、私的整理開始から 1年余を経て、漸く任意売却の実施
に至ることができ、私的整理における配当実施の段階に至ることができた。
4 配当の実施
① 配当原資の確定
そこで、私は、D株式会社からの寄託金について、資料Ⅲ-4 の収支一
覧表
(17)
を作成した。和解金の支出は、売掛金過誤入金の返還金である
(18)
。
一覧表には、寄託金残高 228万 1202円から、立替事務経費と配当実施
にかかる実費、弁護士手数料 30万円と消費税額を控除し、なお、甲野太
郎に帳簿保存を依頼し、そのための保管確保の費用として 20 万円を支
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払ったことが明確に記載されている
(19)
。
当職は、この収支一覧表を添付して、残額 169万 3779円が配当原資と
なることを報告するとともに、債権者の債権残高を確認するために、資料
Ⅲ-5 の連絡書面を届出債権者 25 社に対して送付した。
【資料Ⅲ-4】寄託金収支一覧表
252 (768)
D 株式会社 寄託金収支一覧表
明 細 収入 支出 備 考
預り金 700,000 代表取締役甲野太郎氏より受領
預り金 330,000 代表取締役甲野太郎氏より受領
自動車売却代金 180,000 自動車 3台の売却代金
(○○市◎◎町●-●所
在の不動産)
売却代金 22,000,000
固定資産税・都市計
画税精算金
149,049
担保権者への弁済 21,131,000
売却費用 869,000
(○○市△△町●-●所
在の不動産)
売却代金 5,230,560
固定資産税・都市計
画税精算金
32,066
営業補償金 1,468,434
担保権者への弁済 4,104,987
売却費用 271,354
消費税 130,560
法人市民税納付 15,000 ○○市 法人市民税 (H25.4.1〜H25.7.17 確定)
法人府民税納付 5,000
大阪府○○府税事務所 法人府民税
(H25.4.1〜H25.7.17 確定)
消費税及び地方消費税
納付
128,600
○○税務署 消費税及び地方消費税
(H25.4.1〜H25.7.17 確定)
年金保険料納付 229,635 ○○年金事務所
固定資産税・
都市計画税納付
512,840
○○市 固定資産税・都市計画税
・平成 25 年度第 2 期 (延滞金、督促手数料を含む)
75,880円
・平成 25 年度第 3 期 (延滞金、督促手数料を含む)
74,180円
・平成 25年度第 4期 73,080円
・平成 26 年度第 1期〜第 4期 289,700円
株式会社●●への和解
金支払い
70,000
○○への和解金支払い 6,994
税理士報酬 126,000 ○○税理士 税理士報酬 (解散事業年度申告分)
司法書士報酬 102,937 ●●司法書士法人 解散・清算人選任登記報酬等
不動産調査報告書作成
費用
105,000
▼▼不動産鑑定士事務所 不動産調査報告書作成費
用
実費 33,373
配当にかかる実費
(見込額)
30,050
帳簿保管者の費用・報酬 200,000
弁護士手数料 324,000
合 計 30,090,109 28,396,330
現金残額 1,693,779円
【資料Ⅲ-5】連絡書面
平成 26 年 12月 17日
債権者 各位
法律事務所住所及び事務所名・電話番号等
通知人住所 (略)
通知人 D株式会社
代理人弁護士 四 宮 章 夫
(本件担当事務局 Y)
御 連 絡
前略 当職は、上記通知人の委任を受けて、債務の任意整理を遂行してきま
したが、この程、担保目的不動産の売却を完了し、資産の換価、回収が終了し
ました。
つきましては、その経過を当職が管理しておりました現金の収支一覧表を添
付させて頂きますことにより、御報告申し上げます。
収入の部の営業補償金は、賃貸不動産の売却に際して、その価格の一部、被
担保債権額を大きく上回る剰余分を、一般債権者への配当原資として授受させ
て頂いたものです。
その結果、帳簿保存者の費用・報酬 20万円と、弁護士の手数料 30万円と消
費税とを控除した残額を債権者の債権残額に按分して配当させて頂くことがで
きることになりました。
つきましては、別紙債権届出書 (略) により、平成 26 年 12月末日における
債権残高の御報告を賜りたく、お願い申し上げます。年内にお届け頂き、来春
草々には配当の御通知を差し上げたいと考えております。
どうぞ宜しくお願い申し上げます。 草々
② 配当率の決定
配当のための債権確認に応じた債権者数は 22 社で、その有する債権の
額は 9137万 6143円であった。なお、3社は債権額がゼロとなった旨の連
絡があり、2社は不動産の任意売却によって完済となった債権者、後 1 社
は私的整理中に債権放棄をした債権者であった。
そこで、①の配当原資に照らして、配当率を、各債権者有する債権額
の 1.8%と決定し、各自の配当金額を求めた。ただし、その際、配当額が
1000円に満たない債権者については配当金を 1000円とし
(20)
、内部資料とし
て配当額一覧表を作成した
(21)
。
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【資料Ⅲ-6】配当額一覧表
③ 配当実施
平成 27年 1月 26 日、当職は、債権者 22名に対して、資料Ⅲ-7 の配当
通知を送り、所定の振込口座指定書
(22)
に所定の事項を記載して返送するよう
促した。
なお、私は、配当により資産がゼロとなり、負債のみが残るような清算
業務に際しては、債権者に対して、残債権額の放棄を求めることをせずに、
速やかに配当を実施し、資産ゼロの状態にすることを心掛けている。
もちろん、多くの債権者が私的整理終了後比較的早い段階で、債権放棄
の通知を送ってくるが、保証協会や日本政策金融公庫等からは債権放棄を
得ることが不可能であるし、わざわざ債権放棄を得ておくべき実質的な利
益も認められないからである。
254 (770)
債権者名 担当者 〒 住所 元金 利息 損害金 合計 配当額
1 16,638,000 0 0 16,638,000 299,484
2 285,082 0 0 285,082 5,131
3 229,066 0 0 229,066 4,123
4 33,212 0 0 33,212 1,000
16 0 0 0
債権なしと
の回答あり
17 7,572,382 0 104,561 7,676,943 138,185
18 0 0 0
債権額 0 円
との回答あり
19 33,954,884 0 9,695,236 43,650,120 785,702
20 7,188,000 20,045 2,530,356 9,738,401 175,291
21 54,600 0 0 54,600 1,000
22 27,936 0 0 27,936 1,000
23 1,744,100 0 0 1,744,100 31,394
24 151,410 0 0 151,410 2,725
25 55,480 0 0 55,480 1,000
合計 91,376,143 1,655,756
そして、配当日までに返送されてきた振込口座指定書によって、配当を
実施し、遅れたものについても、返送されて来次第、配当を実施した
(23)
。
【資料Ⅲ-7】配当についての通知書
平成 27年 1月 26 日
A株式会社 御中
法律事務所住所及び事務所名・電話番号等 (略)
債務者 D株式会社
代理人弁護士 四 宮 章 夫
御 連 絡
債務者 D株式会社の債務の私的整理事件について、下記の通り御通知申し
上げます。
記
1 本件において配当の手続きに参加することができる債権の総額は、金
91,376,143円、配当することができる金額は、金 1,693,779円です。
2 その結果、貴社に対する配当 (見込) 額は、金 299,484 円 (債権額金
16,638,000円、配当率 1.8%、ただし、債権額に配当率を乗じた金額が 1,000
円未満である場合は配当金を 1000円とする。) となりました。
3 配当額についての支払の要領は、次の通りとさせて頂きます。
(1) 支払予定日 平成 27年 2月 11日(木)
(2) 支払方法 銀行振込：みずほ銀行大阪中央支店よりお支払いさせて
頂きます。
(3) 必要書類 振込口座指定書 (同封の書式をお使いください。) 1通
必要事項を御記入頂き、平成 27年 2月 9日までに必着するよう、
返信用封筒にて御送付下さい。
(4) 送付先 法律事務所住所及び事務所名・電話番号・事務局担当者
名等 (略)
4 その他、本配当手続に不明な点がございましたら、上記担当事務局まで気
兼ねなくお問い合わせください。 以上
④ 私的整理の終了
D 株式会社の私的整理については、前記配当完了をもって終了した
(24)
が、
甲野太郎については、平成 27年 2月 16 日、次の通り、私的整理手続を終
了する旨の連絡書面を、残債権を有する債権者全員に送付した
(25)
。
255(771)
私的整理の研究 8
【資料Ⅲ-8】連絡書面
平成 27年 2月 16 日
債権者 各位
法律事務所住所及び事務所名・電話番号等
通知人 甲野太郎
代理人弁護士 四 宮 章 夫
(本件担当事務局 Y)
御 連 絡
前略 当職は、上記通知人の委任を受けて、債務の任意整理を遂行してきま
したが、この程、担保目的不動産の売却を完了し、資産の換価、回収が終了し
ました。
しかしながら、当職が通知人から預かりました金銭は、99万円を遥かに下
回り、破産手続における自由財産の額を超えることはありません。
つきましては、これをもって、通知人の債務の任意整理は終了とさせて頂き
ます。
誠に申し訳ない結果に終わりましたが、債権者各位の御協力により、混乱な
く D株式会社の債務整理を円滑に進めることができました。心から厚く御礼
を申し上げます。
なお、当職は、引続き通知人から債権者各位との連絡の窓口となることを委
任されております。私的整理が終了した以上、債権者各位におかれましては法
的手続きを採られることも自由ですが、当職に対する御照会等がございました
ら、御遠慮なく御連絡下さい。
以上、取り急ぎ要用のみですが、御報告申し上げます。 草々
注
(13) 代表者が所有する自宅不動産を親族に任意売却をするだけの整理であって
も、金融機関は、速やかに不良債権処理を行うことができることから、歓迎
する場合も少なくない。
(14) 破産手続の場合と異なり、財団組み入れという観念は不要であると、筆者
は考えている。本件では、担保余力のあった物件の売得金の一部が配当原資
となったが、あくまでも結果に過ぎない。
(15) 仮に、後日甲野太郎に対し破産手続が開始される場合には、求償権は甲野
太郎に対する破産債権者の引当財産となるから、その放棄は、破産法 160条
3項所定の無償否認の対象となり得るが、一般に会社の私的整理においては、
代表者の経営責任を明確化する意味で、求償権を放棄することが多いと考え
る。
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(16) 筆者は、担保不動産の売却に当たっては、①担保権者の推薦する不動産
仲介業者と媒介契約を締結するか、②債務者と懇意な不動産仲介業者の場
合には、担保権者の同意を得てから媒介契約を締結することにしている。売
却価格の納得を得やすいことと、手続に対する信頼を得るためである。
併せて、不動産鑑定士の調査報告書を徴求しておくことが多い。
(17) 本来は、私的整理の当事者の財産の換価回収状況を詳しく説明すべきであ
るが、そのために振替伝票を作成し、正規に記帳するための人員と費用の確
保が容易でないこともあるので、資産規模が小さい場合には、私的整理代理
人弁護士の寄託金の出納状況の報告をもって、会社財産等の換価回収の報告
に代え、債権者から照会があった場合には、寄託金を受け容れた際の会社や
代表者の説明をもって回答に代えることも少なくない。
(18) 私的整理開始後の過誤入金は破産手続であれば財団債権たる不当利得返還
請求権となる (破産法 148条 1項 5 号) が、私的整理時に既に存在した過誤
入金は破産手続であれば破産債権となる (破産法 2条 5 号)。しかし、私的
整理においては、彼此の扱いの間に差を設けることは適当ではないと、筆者
が考えたことによる取扱いである。なお、前記の注 (10) 参照。
(19) 会社の事業廃止等によって代表者の収入が途絶えたようなときには、私的
整理のため財産の換価、回収業務に専念してもらうためには、暫時の間、一
定の生活費の支払いを継続すべき場合もあり、そのような場合には当該補助
者に支給する費用もまた一覧表に計上され、債権者に開示されることになる。
(20) 配当に際しては、衡平を害しない範囲内で債権者間に差を設けることは、
許容されると言うべきである (民再法 155条 1項但書参照)。
(21) 今回紹介したのは、いずれも私的整理による配当が最後配当 1回のみの事
例であったが、財産の換価、回収に一定期間を要する場合には、私的整理開
始後間もなく中間配当を実施することが多いので、この機会に中間配当時の
問題点に言及しておきたい。
先ず、破産手続の場合には、別除権を有する債権者の有する破産債権につ
いては、担保権の実行に着手したことを証明し、別除権行使後の不足額を疎
明しなければ、中間配当を受けることができない (破産 210条 1項) が、私
的整理の場合には、他の債権者の異議の無い範囲で、中間配当を実施し、最
終配当時に過不足を調整する (あるいは調整しない) という運用も可能であ
る。
次に、破産手続では、破産債権者が物上保証人から債権の一部の弁済を受
けたり、物上保証の実行により債権の一部を回収しても、債権の全額の弁済
を受けるまでは、当初の債権の全額で破産手続に参加することができる (破
産法 104条 2項) が、私的整理の場合には、実体法的には、中間配当時に物
上保証などの実行が完了していれば、その回収額については債権が消滅して
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いるので、債権者はその金額を控除した残額について配当を受けることにな
るので、中間配当と物上保証などの実行の時期の先後関係によって、当該債
権者の配当を受ける権利に差が生じることになる。
もっとも、この破産法上の定めを、物上保証などの意義に鑑み、一部弁済
による弁済者が取得する求償債権を、弁済を受けた破産債権者に劣後させる
規定であると理解する場合には、私的整理においても、保証人や物上保証人
が求償権を放棄した時は、一部弁済を受けた破産債権者は、当初債権全額で
私的整理の配当に加入できると考える余地もあるが、保証人等の求償権の放
棄の効果は、やはり、全債権者の利益のために生ずると解すべきである。
(22) 資料Ⅱ-6参照
(23) 私的整理は、常に途中で債権者の個別権利行使または債権者破産の申立て
により挫折するリスクを負担している。また、知られざる債権が新たに出現
することによって、既往の整理手続きを予定通り進行させられなくなる虞が
ある。
したがって、私的整理の配当に際しても、債権者からの振込口座指定書の
回収完了を待つのではなく、予め告知した手順によって手続きを進めること
が相当であると考えている。
(24) 商業登記法 75条は、法人登記簿に清算結了登記を行うための申請書に、
会社法 507条 3項の決算報告の承認を証する書面の添付することを求めてい
るが、同条 1項の委任により決算報告の内容について定める会社法施行規則
150条によれば、残存債務の存否は、当該書面の記載事項とされていないし、
清算結了の登記は、設立登記とは異なり、清算事務の未了を解消するような
創設的な効力を持つものではない (落合誠一編「会社法コンメンタール
(12) 定款の変更・事業の譲渡等・解散・清算 (1)」297 頁) から、債務が残
存していても、資産が皆無となって清算の遂行の必要がなくなったときにも
清算結了とするとの見解を採り、清算結了登記を行うことは可能であると解
する。
(25) 連絡書面の文中に 99万円とあるは、破産法 34条 3項 1 号所定の自由財産
の範囲であり、民事執行法 131条 3 号、同法施行令 1条に定める 66 万円の
1.5倍相当額である。裁判所によっては、自由財産の総額が 99万円に満たな
くても、財産の種類によって財団組み入れを強制する運用も見られるが、立
法趣旨に照らし、はなはだ疑問の存するところである。
これに反して、私的整理の場合には、債権者の理解を得て、柔軟な取扱い
を図ることも可能である。
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Ⅳ 結 語
今回は、小規模の清算型の私的整理の事例を 2例紹介した。
有限会社 Nのケースは、法律事務所に持込まれる前に商取引債権の処
理が完了していたが、金融機関債権者からの苦情の申出はなく、リース会
社もリース料の支払い停止の直後にリース物件の返還を受けられ、かつ、
私的整理開始後 2月程度で配当が実施されたことにより、手続には極めて
協力的であった。
してみれば、私的整理前の商取引債権の処理は、代表者の個人資産の投
入によってなされたものと、私は考えている。
これに対して、D 株式会社の方は、商取引債権の処理が未了のまま私
的整理を着手したケースであるが、私的整理の開始以前、営業継続のため
に仕入先である I社の協力を得て、同社との取引を拡大していった分、そ
の余の商取引債権者の債権額が逐次減少していっていたこと、I社も、D
株式会社の取引先を継承することを通じて、自らの製品の最終ユーザーを
確保し得たことになり、ウインウインとは言わないまでも、各商取引先は
それなりに利益を享受できていたことから、私的整理に対する違和感を訴
えられることはなかった。
以上、事例の紹介に合わせて、破産手続や民事再生手続との異同や、私
的整理間でも適宜取扱いを工夫している実情を披露できたのではないかと
考える。
次回以降では、中規模の清算型の私的整理の事例、会社分割や営業譲渡
の手法を用いて、事業の継続を図りながら債務者会社を清算した事例等に
ついても、順次紹介する予定である。
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